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子ども第三の居場所PR事務局

日本財団「子ども第三の居場所」
居場所運営者の約65%が児童育成支援拠点事業への移行を実施・検討

社会的養育地域支援ネットワーク設立記念フォーラムにて活動報告

9月27日（金）12:30～17:20 日本財団ビルまたはオンラインにて開催

PRESS RELEASE

日本財団（東京都港区 会長 笹川陽平）は、すべての子どもたちが将来の自立に向けて生き抜く力を育

むための居場所として2016年より全国各地に展開している「子ども第三の居場所」の活動報告と今後

の展開についての説明を2024年9月27日（金）に開催する「社会的養育地域支援ネットワーク設立記

念フォーラム」にて行います。

「子ども第三の居場所」は、子どもたちが安心して過ごせる居場所で食事や歯磨きといった基本的な生

活習慣を整えた上で、自己肯定感や人や社会と関わる力など非認知能力を高めるプログラムや、発達段

階に応じた学習支援を実施して生き抜く力を育み、居場所を中心とした様々な連携により誰一人取り残

されない地域子育てコミュニティを形成しています。2016年より事業をスタートし、2024年8月末時

点で全国44都道府県に235拠点を展開しています。過去8年間、全国各地の特性や課題に向き合いなが

ら子どもの居場所づくりを行ってきた経験から得たことを子どもの社会的養育に関わる方たちに共有し

、今後の活動につなげていきます。

小学生3人に1人が、家庭を取り巻く困難を抱えているのに、支援の絶対数が足りていない現状

複合的な困難にワンストップで対応できる包括的で多様な子どもの「居場所」を全国に

貧困、核家族化、地域社会の関わりの希薄化などを背景に子どもたちが直面する困難が多様化・複合化

しており、省庁が行った複数の調査を分析したところ、小学生のうち3人に1人は、経済的、家庭的、

学校生活における困難等、なんらかの困難を抱えているという結果が出ています。しかしながら、特に

小学生に対する支援事業は不足しており、また子育て支援に向けての関係各所の連携が十分でないこと

もあり、支援が届かない、または繋がっていても支援が習慣化しにくく、つながりが切れやすい状態が

続いていました。

そこで日本財団では、2016年からすべての子どもたちが未来への希望を持ち、これからの社会を生き

抜く力を育むことのできる「子ども第三の居場所」を全国に開設してきました。（B＆G財団は2017年

から事業連携開始） さらにその拡大に向け、各地域で「子ども第三の居場所」の開設・運営を希望す

る自治体や各種団体を対象に、3年間の運営費助成、ノウハウ共有、支援企業とのマッチングなどの開

設・運営支援を行っています。「子ども第三の居場所」では、「安心」「食事」「生活習慣」「学習」

「体験」の5つの機会を提供し、子どもたちの生き抜く力を育んでいます。また、子どもたちだけでな

く、保護者に対するケアも展開しています。

全国で継続的な居場所事業が実施されるための日本財団からの提言

「子ども第三の居場所」の開設、運営助成を続ける中、日本財団では子どもの居場所づくりが拡大する

よう、国への提言を行ってきました。理念の反映された居場所が全国に拡大するようにガイドラインの

策定を進めること、自治体の財政状況や首長・教育長の交代などに関わらず継続するように居場所づく

り関連費用を義務的経費にすること、自治体における子どもを取り巻く困難実態の把握や支援状況の把

握、質の高い支援者が継続的に能力開発をし働き続けられるような仕組みについてです。内容の詳細に

ついてはこちらに記載しています。

https://www.nippon-foundation.or.jp/wp-content/uploads/2022/04/wha_pro_chi_27.pdf


こども家庭庁の発足と児童福祉法改正によって居場所づくりは新たなフェーズへ

そのような中で、子どもへの支援を一元化し、切れ目ない包括的支援を実現する新たな行政機関として

2023年4月にこども家庭庁が発足しました。2023年12月22日には「こどもの居場所づくりに関する指

針」を閣議決定し、2024年の児童福祉法改正によって居場所づくりは国の制度となりました。養育環

境等に関する課題を抱える学齢期の児童に対して週に3日以上、安全・安心な居場所を提供し、基本的

な生活習慣の形成や食事の提供、学習のサポート、課外活動の提供等を行うことに加え、家庭が抱える

課題を解決するために必要に応じて、保護者への寄り添い型の相談支援や関係機関との連絡調整を行う

「児童育成支援拠点事業」が新設されることになりました。日本財団が今年8月に全国の「子ども第三

の居場所」運営団体を対象として実施した調査の結果でも、回答した221団体のうち、65.2％が児童育

成支援拠点事業の活用について実施済みまたは自治体と協議中や団体内で検討中であることが判明し、

居場所事業の現場からも児童育成支援拠点事業への期待感が寄せられていることが判明しました。

実施主体は市区町村で、地域の団体が自治体から委託を受ける形で居場所事業を進めることが可能に

なったことで、これまで日本財団が設置や運営を助成し、全国235拠点にまで拡大した「子ども第三の

居場所」は一定の役割を果たしました。

「子ども第三の居場所」のこれまでの成果と今後の展望について、事業運営を担当する日本財団公益事

業部 子ども支援チームのチームリーダーである金子知史は、次のように述べています。「令和6年度に

児童育成支援拠点事業を実施見込の自治体のうち約42％が『子ども第三の居場所』を実施実績のある

自治体であり、そのうち約半数が日本財団の支援した居場所であることから、本事業が子どもの居場所

のモデルを示す役割を一定程度果たせたと考えています。また、235拠点ある『子ども第三の居場所』

運営団体の半数が児童育成支援拠点事業に関心を持っており、居場所を全国に広げていくうえで心強い

事業と言えます。今後も全国のよりよいモデルになるよう事業に助成していきつつ、居場所同士のネッ

トワークを強化して学びあいや連携で一層の発展を目指していきたいと思います」また、同財団子ども

支援チームの飯澤幸世は、「民間団体が寄付金で質の高い居場所を運営することには限界あります。各

地の運営団体からは、児童育成支援拠点事業があることで運営費を心配することなく安心して子どもの

支援に取り組めると聞いています」と述べています。

社会的養育地域支援ネットワークのフォーラムでの発信

児童福祉法改正に伴い子どもと家庭を支援する新たな取り組みが始まりましたが、行政・民間がそれぞ

れの地域で活動をするのみならず、支援者たちが全国規模で交流し、学び合い、支え合うことが重要だ

と日本財団は考えています。そこでこのたび、日本財団の協力のもと、行政と民間機関の連携強化や質

の高いこども家庭ソーシャルワークの実現を目指し、「社会的養育地域支援ネットワーク」（愛称：し

ゃちネット）が設立されました。本ネットワークを通じて、社会的養育地域支援に関わる方たちが連携

し、子どもにとってより良い社会作りが進んでいくことを日本財団としても期待しています。今回、「

子ども第三の居場所」の活動報告を行うのは同法人の設立を記念して開催されるフォーラムです。全体

会では社会的養育地域支援ネットワーク4団体の理事によるクロストークを予定しているほか、改正児

童福祉法で新設・拡充された子どもの居場所や家庭支援の事業を中心に6つの分科会を設け、課題や展

望について議論します。社会的養育に関わる全ての方々にとって、交流し、学び合い、支え合う貴重な

機会となります。

「子ども第三の居場所」はこれまでの8年間、運営を助成するなかで培った知見を集約して成果を検証

しながら、これからも「みんなが、みんなの子どもを育てる社会」を目指していきます。社会的養育地

域支援ネットワーク設立記念フォーラムの概要は次ページのとおりです。



■「子ども第三の居場所」とは

「子ども第三の居場所」はすべての子どもたちが将来の自立に向けて生

き抜く力を育むことを目的として、日本財団が中心となって2016年よ

り全国に開設しています。「子ども第三の居場所」では、特にひとり親

世帯や親の共働きによる孤立や孤食、発達の特性による学習や生活上の

困難、経済的理由による機会の喪失など、各々のおかれている状況によ

り困難に直面している子どもたちを対象に放課後の居場所を提供し、食

事、学習習慣・生活習慣の定着、体験機会を提供しています。現在全国

44都道府県に235ヶ所設置されています。（2024年8月末時点）

＜本件に関するお問い合わせ先＞

「子ども第三の居場所」PR事務局（㈱)オズマピーアール 担当：桑原・野田・木村

Mail : kodomo3_pr@prk.co.jp

Tel：080-5896-5941(桑原) 、070-4540-7065（野田）、080-5471-60621(木村）

子ども第三の居場所
ロゴ

https://www.nippon-foundation.or.jp/what/projects/child-third-place

※「子ども第三の居場所」の全体の取り組み状況に加え、個々の拠点での活動状況などご取材

いただけます。ご希望がございましたら下記担当者までお知らせください。

社会的養育地域支援ネットワーク設立記念フォーラム開催概要

開催日時 2024年9月27日（金）12:30～17:20※終了後、交流会あり

開催場所 日本財団ビル（東京都港区赤坂1-2-2）またはオンライン
➡アクセス
※駐車場の用意はございませんので公共交通機関（電車・バスなど）のご利用にご協力
ください。

主催 一般社団法人 社会的養育地域支援ネットワーク

共催 日本財団、認定NPO法人Learning for All

後援 こども家庭庁

申し込み方法 下記ページよりお申し込みください。
社会的養育地域支援ネットワーク 設立記念フォーラム｜Peatix

応募期間 9月26日（木）17:00まで

参加費 無料

mailto:kodomo3_pr@prk.co.jp
https://www.nippon-foundation.or.jp/what/projects/child-third-place
https://www.nippon-foundation.or.jp/who/access
https://shachi-net-forum.peatix.com/


＜参考資料＞
■【全国における子ども第三の居場所の開設状況】（2024年8月末時点）

都道府県 現拠点数 所在地 ※（）内は複数拠点ある場合の拠点数

北海道 13 東神楽町（２）、積丹町、苫小牧市、西興部村、室蘭市、札幌市、釧路市、東川町（２）、北広島市、古平町、函館市

青森県 2 青森市、三沢市

岩手県 3 久慈市、遠野市、大槌町

宮城県 3 岩沼市、白石市、仙台市

秋田県 1 秋田市

山形県

福島県 1 塙町

茨城県 3 笠間市、つくば市、筑西市

栃木県 7 大田原市（２）、日光市、芳賀町、市貝町、那須塩原市、宇都宮市

群馬県 2 みどり市、明和町

埼玉県 11 さいたま市（３）、戸田市、和光市、嵐山町、久喜市、三芳町、入間市、横瀬町、吉見町

千葉県 8 山武市、木更津市、東金市、市原市、横芝光町、旭市、茂原市、白井市

神奈川県 5 湯河原町、横浜市（２）、海老名市、松田町

東京都 15
渋谷区（２）、大田区、江戸川区、豊島区、荒川区、文京区、墨田区、調布市、清瀬市（２）、青梅市、多摩市、三鷹市、
東村山市

新潟県 4 燕市、胎内市、新潟市、佐渡市

富山県 1 高岡市

福井県 1 福井市

石川県 2 穴水町、輪島市

山梨県 1 中央市

長野県 15
長野市（２）、大町市、佐久市、諏訪市（２）、伊那市、東御市、軽井沢町、御代田町（２）、松川町、上松町、下条村、
山形村

岐阜県

静岡県 2 三島市、御殿場市

愛知県 6 名古屋市（２）、長久手市、稲沢市、犬山市、蒲郡市

三重県 3 伊勢市、尾鷲市、多気町

滋賀県 2 彦根市、高島市

京都府 6 南丹市、京都市（４）、久御山町

大阪府 21
大阪市（7）、箕面市（２）、交野市、摂津市、泉佐野市（２）、高槻市（2）、寝屋川市、堺市、吹田市、池田市、
河内長野市、東大阪市

兵庫県 8 尼崎市（３）、明石市、南あわじ市、養父市、丹波篠山市、洲本市

奈良県 3 天理市、奈良市、宇陀市

和歌山県

鳥取県 3 鳥取市、米子市、南部町

島根県 2 雲南市、益田市

岡山県 9 備前市、美作市（３）、笠岡市、奈義町、鏡野町、新庄村、西粟倉村

広島県 5 尾道市（３）、廿日市市、大崎上島町

山口県 5 山口市（2）、宇部市、下関市、萩市

徳島県 4 鳴門市（２）、徳島市、阿南市

香川県 4 丸亀市（２）、直島町、三豊市

愛媛県 3 今治市（２）、八幡浜市

高知県 1 須崎市

福岡県 3 久留米市、水巻町、篠栗町

佐賀県 6 佐賀市、唐津市（３）、みやき町、基山町

長崎県 4 大村市、長崎市、雲仙市、諫早市

熊本県 8 熊本市（５）、玉名市、人吉市、大津町

大分県 4 杵築市、豊後大野市、中津市、日田市

宮崎県 1 宮崎市

鹿児島県 10 南さつま市、和泊町（２）、南大隅町、奄美市、知名町（２）、徳之島町、長島町、鹿屋市

沖縄県 14 那覇市、沖縄市（２）、うるま市（３）、宜野湾市、浦添市（３）、糸満市、南城市、本部町、中城村

合計 235
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